
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理装置において、受信信号を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、こ
の周波数信号から周波数毎の電力であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出
部と、このパワースペクトルの電力値に基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当
しないパワースペクトルのみ出力する異常エコー除去部と、この異常エコーに相当しない
パワースペクトルのみをインコヒーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、
このインコヒーレント積分したパワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部
とを備え

【請求項２】
　

【請求項３】
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、上記異常エコー除去部は、上記パワースペクトルの電力値としてパワースペク
トルを周波数軸上で積分した値を用い、この積分値がしきい値を越える場合に異常エコー
であると判別し、異常エコーに相当しないパワースペクトルのみ出力することを特徴とす
るレーダ信号処理装置。

上記パワースペクトルの電力値は、パワースペクトルを地形エコー成分が卓越する周波
数範囲を除く周波数軸上で積分した値とすることを特徴とする請求項１に記載のレーダ信
号処理装置。

上記パワースペクトルの電力値は、パワースペクトルを周波数０の成分を除く周波数軸
上で積分した値とすることを特徴とする請求項１に記載のレーダ信号処理装置。



【請求項４】
　

【請求項５】
　

【請求項６】
　

【請求項７】
　

【請求項８】
　

【請求項９】
　

【請求項１０】
　

【請求項１１】
　

【請求項１２】
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受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理装置において、受信信号を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、こ
の周波数信号から周波数毎の電力であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出
部と、このパワースペクトルの電力値に基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当
しないパワースペクトルのみ出力する異常エコー除去部と、この異常エコーに相当しない
パワースペクトルのみをインコヒーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、
このインコヒーレント積分したパワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部
とを備え、上記異常エコー除去部は、上記パワースペクトルの電力値としてパワースペク
トルのピーク値を用い、このピーク値がしきい値を越える場合に異常エコーであると判別
し、異常エコーに相当しないパワースペクトルのみ出力することを特徴とするレーダ信号
処理装置。

受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理装置において、一定の時間範囲の受信信号の全電力を算出する時間領域電力算出
部と、この全電力がしきい値を越える場合に当該時間範囲の受信信号を異常エコーである
と判別し異常エコーに相当しない受信信号を出力する異常エコー除去部と、上記異常エコ
ーに相当しない受信信号を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、この周波数
信号から周波数毎の電力であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出部と、こ
のパワースペクトルをインコヒーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、こ
のインコヒーレント積分したパワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部と
を備えたことを特徴とするレーダ信号処理装置。

日付又は時刻の条件に応じ、異常エコー判定を行うしきい値を設定するしきい値設定部
を備え、この設定されたしきい値を用い異常エコー除去判定を行うことを特徴とする請求
項１乃至５のいずれか一項に記載のレーダ信号処理装置。

日付又は時刻の条件に応じ、異常エコー除去処理を行うか否かを切り替えることができ
るようにしたことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載のレーダ信号処理装
置。

上記日付又は時刻の条件として渡り鳥の飛来の多い季節でかつ夜間を条件としたことを
特徴とする請求項６又は７に記載のレーダ信号処理装置。

降雨強度に応じ、異常エコー判定を行うしきい値を設定するしきい値設定部を備え、こ
の設定されたしきい値を用いて異常エコー除去判定を行うことを特徴とする請求項１乃至
５のいずれか一項に記載のレーダ信号処理装置。

降雨強度に応じ、異常エコー除去処理を行うか否かを切り替えることができるようにし
たことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載のレーダ信号処理装置。

上記信号検出部は鉛直方向の風速を算出し、この風速値に応じて異常エコー判定のしき
い値を変化させるようにしたことを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の
レーダ信号処理装置。

受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理装置において、受信信号を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、こ
の周波数信号から周波数毎の電力であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出
部と、このパワースペクトルの電力値に基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当
しないパワースペクトルのみ出力する異常エコー除去部と、この異常エコーに相当しない



【請求項１３】
　上記信号検出部が算出した鉛直方向の風速に基づき降雨の存在を判定し、降雨が存在す
る場合には異常エコー除去処理を行わないことを特徴とする請求項１乃至 のいずれか
一項に記載のレーダ信号処理装置。
【請求項１４】
　受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理方法において、各距離で得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、
フーリエ変換を施すことにより周波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第
１のステップで算出された周波数領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワ
ースペクトルを求める第２のステップと、各距離においてパワースペクトルの電力を周波
数軸上で積分することにより信号の全電力を算出する第３のステップと、各距離毎に全電
力が予め設定したしきい値を超える場合に信号中に異常エコーが混入していると判定する
第４のステップと、上記第１のステップから第４のステップの処理を複数の時間で行うこ
とにより得られる複数の時間でのパワースペクトルのうち、異常エコーが混入していない
と判定された場合のパワースペクトルのみを用いてインコヒーレント積分を行う第５のス
テップと、上記第５のステップで得られたインコヒーレント積分後のパワースペクトルか
ら大気エコーを検出し、大気の物理量を算出する第６のステップからなることを特徴とす
るレーダ信号処理方法。
【請求項１５】
　上記第３のステップは、各距離において、地形エコー成分である固定クラッタ領域を除
く周波数範囲において、パワースペクトルの電力を周波数軸上で積分することにより、固
定クラッタ電力を除く信号の全電力を算出するようにしたことを特徴とする請求項１４に
記載のレーダ信号処理方法。
【請求項１６】
　上記第３のステップは、周波数０の点のみを固定クラッタ成分とみなし、それ以外の周
波数点のデータを積分することにより、固定クラッタ電力を除く信号の全電力を算出する
ことを特徴とする請求項１４に記載のレーダ信号処理方法。
【請求項１７】
　受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理方法において、各距離で得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、
フーリエ変換を施すことにより周波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第
１のステップで算出された周波数領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワ
ースペクトルを求める第２のステップと、各距離においてパワースペクトルのピーク電力
を算出する第３のステップと、各距離毎にピーク電力が予め設定したしきい値を超える場
合に信号中に異常エコーが混入していると判定する第４のステップと、上記第１のステッ
プから第４のステップの処理を複数の時間で行うことにより得られる複数の時間でのパワ
ースペクトルのうち、異常エコーが混入していないと判定された場合のパワースペクトル
のみを用いてインコヒーレント積分を行う第５のステップと、上記第５のステップで得ら
れたインコヒーレント積分後のパワースペクトルから大気エコーを検出し、大気の物理量
を算出する第６のステップからなることを特徴とするレーダ信号処理方法。
【請求項１８】
　受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理方法において、各距離で得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、
フーリエ変換を施すことにより周波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第
１のステップで算出された周波数領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワ
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パワースペクトルのみをインコヒーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、
このインコヒーレント積分したパワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部
とを備え、上記信号検出部が算出した鉛直方向の風速に基づき降雨の存在を判定し、降雨
が存在する場合には異常エコー除去処理を行わないことを特徴とするレーダ信号処理装置
。

１１



ースペクトルを求める第２のステップと、各距離においてパワースペクトルの電力を周波
数軸上で積分することにより信号の全電力を算出する第３のステップと、各距離で得られ
た全電力のうちの最大値が予め設定したしきい値を超える場合に、その時刻の全高度のパ
ワースペクトルデータを使用しないと判定する第４のステップと、上記第１のステップか
ら第４のステップの処理を複数の時間で行うことにより得られる複数の時間でのパワース
ペクトルのうち、異常エコーが混入していないと判定された場合のパワースペクトルのみ
を用いてインコヒーレント積分を行う第５のステップと、上記第５のステップで得られた
インコヒーレント積分後のパワースペクトルから大気エコーを検出し、大気の物理量を算
出する第６のステップからなることを特徴とするレーダ信号処理方法。
【請求項１９】
　受信信号から異常エコーを除去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ
信号処理方法において、各距離で得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、
フーリエ変換を施すことにより周波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第
１のステップで算出された周波数領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワ
ースペクトルを求める第２のステップと、各距離においてパワースペクトルのピーク電力
値を算出する第３のステップと、各距離で得られたピーク電力値のうちの最大値が予め設
定したしきい値を超える場合に、その時刻の全高度のパワースペクトルデータを使用しな
いと判定する第４のステップと、上記第１のステップから第４のステップの処理を複数の
時間で行うことにより得られる複数の時間でのパワースペクトルのうち、異常エコーが混
入していないと判定された場合のパワースペクトルのみを用いてインコヒーレント積分を
行う第５のステップと、上記第５のステップで得られたインコヒーレント積分後のパワー
スペクトルから大気エコーを検出し、大気の物理量を算出する第６のステップからなるこ
とを特徴とするレーダ信号処理方法。
【請求項２０】
　異常エコーの判定に用いるしきい値として、予め設定した固定値を用いることを特徴と
する請求項１４乃至１９のいずれか一項に記載のレーダ信号処理方法。
【請求項２１】
　複数時刻で得られたパワースペクトルの電力値を比較して、相対的に高い電力値を持つ
時刻以外の電力値を抽出し、抽出した電力値に予め定めた係数を乗算することにより異常
エコーの判定に用いるしきい値を得ることを特徴とする請求項１４乃至１９のいずれか一
項に記載のレーダ信号処理方法。
【請求項２２】
　各距離において、一定時間内の複数の時間で得られたパワースペクトルから算出された
全電力又はピーク電力のうち、最低の電力値を大気エコーの電力として抽出し、この抽出
された最低電力値に予め設定した係数を乗算して得られる値をしきい値として設定するよ
うにしたことを特徴とする請求項２１に記載のレーダ信号処理方法。
【請求項２３】
　異常エコーを含まないデータが異常エコー判定しきい値を超える確率がある一定値以下
となるように、最低電力値に乗算する係数を設定することを特徴とする請求項２２に記載
のレーダ信号処理方法。
【請求項２４】
　異常エコーとして除去されたデータ数によらず、一定の積分時間でインコヒーレント積
分処理を行うことを特徴とする請求項１４乃至２３のいずれか一項に記載のレーダ信号処
理方法。
【請求項２５】
　異常エコーとして除去されたデータ数によらず、インコヒーレント積分数が一定となる
ようにインコヒーレント積分処理を行うことを特徴とする請求項１４乃至２３のいずれか
一項に記載のレーダ信号処理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【発明の属する技術分野】
この発明は、大気を計測するレーダのレーダ信号処理装置及びレーダ信号処理方法に関す
るものである。
【０００２】
【従来の技術】
風向・風速の情報は気象予報に必要な情報の一つである。風向・風速を計測する最も一般
的な方法は、地上に風向・風速計を設置することであるが、その場合は、地上の風向・風
速計では地表付近の風しか測定できない。気象予報をより正確にするためには、上空の風
向・風速も知ることが必要であるが、従来はゾンデ等による観測でしか上空の風を計測す
ることができなかった。ゾンデ観測では、ゾンデを上げた時刻のデータしか得ることがで
きないため、観測の時間分解能が数時間以上と低いことが欠点であった。
【０００３】
それに対して、近年ウィンドプロファイラと呼ばれる大気レーダによって上空の風向風速
を計測する技術が確立されつつある。ウィンドプロファイラでは、 1分～数分毎に上空の
風向・風速を計測することが可能となる。このような高い時間分解能での上空の風情報は
、気象予報の精度向上に有効となると期待されている。
【０００４】
ここで、ウィンドプロファイラで大気を計測する原理を説明する。ウィンドプロファイラ
はドップラレーダの一種であり、一般的に図２０のような構成を持つ。この図において、
１０１は空中線、１０２は送受信装置、１０３はレーダ信号処理装置、１０４は品質管理
処理装置、１０５は風速ベクトル算出装置、１０６は表示・記録装置である。
【０００５】
次に動作を説明する。送受信装置１０２で生成された電波は、空中線１０１によって空中
に放射される。空中に放射された電波は、大気の屈折率の粗密が散乱体となって反射され
る。反射された電波は空中線によって受信され、送受信装置１０２に入力される。散乱体
が上空の風と共に流れていると、受信された電波はドップラ効果によって周波数が変化す
る。この周波数の変化を一般のドップラレーダと同様に検出することにより、上空の風速
を測定する。具体的には、受信された電波は送受信装置１０２によって、増幅、周波数変
換、検波されることにより、ビデオ信号に変換され、レーダ信号処理装置１０３へと出力
される。レーダ信号処理装置１０３では、ビデオ信号に周波数解析処理を行うことにより
、ドップラ周波数を算出する。さらにドップラ周波数からドップラ速度を算出する。
【０００６】
図２１にレーダ信号処理装置１０３の内部構成を表すブロック図を示す。この図において
、１はフーリエ変換部、２は周波数領域電力算出部、４はインコヒーレント積分部、５は
信号検出部である。フーリエ変換部１では、各距離毎に得られる受信信号を、時間領域信
号から周波数領域信号へと変換する。変換には、例えば高速フーリエ変換（ Fast Fourier
 Transform; FFT)を用いれば良いが、その他の手法を用いても構わない。周波数領域信号
に変換された信号は周波数領域電力算出部２に入力され、各周波数成分毎に電力を算出す
ることにより、パワースペクトルが得られる。インコヒーレント積分部４では、パワース
ペクトルを積分することにより、パワースペクトルのゆらぎを低減させる。信号検出部５
では、インコヒーレント積分後のパワースペクトルから大気エコーのスペクトルピークを
検出し、その周波数からドップラ速度、すなわち視線方向風速などの大気の物理量を算出
する。
【０００７】
品質管理処理装置１０４では、レーダ信号処理装置１０３から出力されたドップラ速度デ
ータを入力し、大気の時間的・空間的連続性を仮定することにより、時間軸及び空間軸方
向で不連続なデータを精度の低いデータと判断し、欠損データとすることにより除去する
。そして、除去されずに残ったデータを精度の高いデータとして出力する。
【０００８】
風速ベクトル算出装置１０５は、異なるビーム方向で観測されたドップラ速度データを入
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力し、それらを合成することにより、３次元風速ベクトルを算出する。図２２は風速ベク
トル算出の原理を模式的に示したものである。図２２（ａ）の左側は上空の風速計測を行
う際の典型的なビーム方向を示したものである。ここでは、天頂方向及び天頂角１０度程
度で東西南北にビームを切り替えるとしている。図２２（ｂ）は図２２（ａ）の状況を東
西方向に平行な垂直断面で切って表示したものである。西から東へと風が吹いている場合
、西側のビームで観測すれば近づく方向のドップラ速度が、東側のビームで観測すれば遠
ざかる方向のドップラ速度が観測される。西側のビームと東側のビームで観測されたドッ
プラ速度の差異を利用することにより、東西方向の風速を求めることができる。同様にし
て、北側のビームと南側のビームを用いれば、南北方向の風速を得ることができる。さら
に天頂方向のドップラ速度は風速の鉛直成分に相当する。その結果、３次元風速ベクトル
が得られることになる。
【０００９】
表示・記録装置１０６では、風速ベクトル算出手段から出力された風速ベクトルデータを
表示又は記録する。
【００１０】
従来の品質管理処理の方式として、「ウィンドプロファイラによる風観測の定常化に関す
る業務実験  －  調査結果と提言  －、測候時報　６５．３、１９９８」で提案されている
二次曲面近似方式がある。図２３は、この二次曲面近似方式を実現するための品質管理処
理装置の構成を示すブロック図である。この図において、４０１は近似曲面定義範囲設定
部、４０２は近似二次曲面算出部、４０３は近似精度判定部、４０４はデータ除去部であ
る。
【００１１】
次に図２３の動作を説明する。近似曲面定義範囲設定部４０１は観測データに対して二次
曲面をフィッティングする際の、近似二次曲面を定義する時間範囲と距離範囲を設定する
。近似二次曲面算出部４０２では、入力データに対して、近似曲面定義範囲設定部４０１
で設定された時間・距離範囲において、二次曲面をフィッティングする。二次曲面のフィ
ッティングを行うには、例えば最小二乗法が用いられる。
【００１２】
近似精度判定部４０３では、近似二次曲面算出部４０２で算出された近似二次曲面の精度
が高いかどうかを判定する。例えば前述の文献では、各時間・距離の格子点の観測値と近
似二次曲面の差を算出し、差の最大値が予め設定されたしきい値よりも大きいか、又は近
似曲面定義範囲内での差の二乗平均の平方根が予め設定されたしきい値よりも大きいかの
いずれかが成立する場合に、近似二次曲面の精度が低いと判定される。
【００１３】
近似二次曲面の精度が低い場合、ドップラ速度データと近似二次曲面はデータ除去部４０
４に入力される。データ除去部４０４では、近似二次曲面とドップラ速度データの差が大
きい格子点において、ドップラ速度データを欠損とすることにより除去する。データ除去
部４０４でデータ除去処理されたドップラ速度データは、近似二次曲面算出部４０２に入
力され、二次曲面のフィッティングが再度行われる。このような処理を、近似二次曲面の
精度が高いと近似精度判定部４０３で判定されるまで繰り返す。
【００１４】
近似二次曲面の精度が高いと判定されると、近似精度判定部４０３は、現時点でのドップ
ラ速度データを品質管理処理済みのデータとして出力する。その後、近似曲面定義範囲設
定部４０１は、近似曲面の定義範囲を次の高度又は次の時間へと更新して、同じ処理を繰
り返す。
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
以上のような二次曲面近似方式による品質管理処理は、データ品質の劣化した格子点が少
ない場合には良好に動作する。例えば、レーダの上空に一羽の鳥が存在するだけであれば
、時空間座標の１点だけで鳥の移動速度に対応するドップラ速度が観測され、その他の点
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では風に対応するドップラ速度、すなわち視線方向風速が観測される。したがって、先の
図２３の構成による品質管理装置を用いることにより、鳥エコーだけを除去することがで
きる。
【００１６】
しかし、多数の鳥が時間的に連続して飛来するような場合、品質の劣化した格子点の数が
多くなる。すると、時空間座標において、大気エコーよりも渡り鳥エコーが卓越して検出
されるようになる。この場合、図２３のような従来の品質管理処理装置による異常エコー
の除去は困難となる。このような状況は、渡り鳥が一斉に移動する季節になると頻繁に発
生する。
【００１７】
レーダのビームは細いため、鳥がビーム内を通過する時間は限られている。したがって、
時間的には断続的に鳥エコーが受信されることになる。鳥エコーが途切れた時間には大気
エコーのみを受信することが可能である。しかし、大気に比べて鳥のレーダ断面積は大き
いため、時間方向にデータを積分する積分処理を行うと、レーダ断面積の大きい鳥エコー
のみが卓越し、大気エコーは埋もれてしまう。これにより、信号処理後のデータでは、鳥
エコーは時間的に連続して現れることになる。
【００１８】
本発明は上記のような問題を解決するためになされたものであり、レーダによる大気観測
を行う際に、多数の鳥が上空を通過することにより生じる異常エコーのみを除去し、大気
エコーのデータを残すことにより、風速計測などの大気観測を正確に行うことができるよ
うにすることを目的とする。
【００１９】
【課題を解決するための手段】
　本発明の請求項１に係るレーダ信号処理装置は、受信信号から異常エコーを除去し大気
の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理装置において、受信信号を周波
数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、この周波数信号から周波数毎の電力である
パワースペクトルを算出する周波数領域電力算出部と、このパワースペクトルの電力値に
基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当しないパワースペクトルのみ出力する異
常エコー除去部と、この異常エコーに相当しないパワースペクトルのみをインコヒーレン
ト積分し平均化するインコヒーレント処理部と、このインコヒーレント積分したパワース
ペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部とを備え

ものである。
【００２０】
　また、本発明の請求項２に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２１】
　また、本発明の請求項３に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２２】
　また、本発明の請求項４に係るレーダ信号処理装置は、
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、上記異常エコー除去部は、上
記パワースペクトルの電力値としてパワースペクトルを周波数軸上で積分した値を用い、
この積分値がしきい値を越える場合に異常エコーであると判別し、異常エコーに相当しな
いパワースペクトルのみ出力することを特徴とする

上記パワースペクトルの電力値
は、パワースペクトルを地形エコー成分が卓越する周波数範囲を除く周波数軸上で積分し
た値とすることを特徴とする請求項１に記載の

上記パワースペクトルの電力値
は、パワースペクトルを周波数０の成分を除く周波数軸上で積分した値とすることを特徴
とする請求項１に記載の

受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理装置において、受信信号
を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、この周波数信号から周波数毎の電力
であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出部と、このパワースペクトルの電
力値に基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当しないパワースペクトルのみ出力
する異常エコー除去部と、この異常エコーに相当しないパワースペクトルのみをインコヒ
ーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、このインコヒーレント積分したパ



ものである。
【００２３】
　また、本発明の請求項５に係るレーダ信号処理装置は、

もので
ある。
【００２４】
　また、本発明の請求項６に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２５】
　また、本発明の請求項７に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２６】
　また、本発明の請求項８に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２７】
　また、本発明の請求項９に係るレーダ信号処理装置は、

もので
ある。
【００２８】
　また、本発明の請求項１０に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００２９】
　また、本発明の請求項１１に係るレーダ信号処理装置は、

ものである。
【００３０】
　また、本発明の請求項１２に係るレーダ信号処理装置は、
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ワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部とを備え、上記異常エコー除去部
は、上記パワースペクトルの電力値としてパワースペクトルのピーク値を用い、このピー
ク値がしきい値を越える場合に異常エコーであると判別し、異常エコーに相当しないパワ
ースペクトルのみ出力することを特徴とする

受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理装置において、一定の時
間範囲の受信信号の全電力を算出する時間領域電力算出部と、この全電力がしきい値を越
える場合に当該時間範囲の受信信号を異常エコーであると判別し異常エコーに相当しない
受信信号を出力する異常エコー除去部と、上記異常エコーに相当しない受信信号を周波数
信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、この周波数信号から周波数毎の電力であるパ
ワースペクトルを算出する周波数領域電力算出部と、このパワースペクトルをインコヒー
レント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、このインコヒーレント積分したパワ
ースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部とを備えたことを特徴とする

日付又は時刻の条件に応じ、異
常エコー判定を行うしきい値を設定するしきい値設定部を備え、この設定されたしきい値
を用い異常エコー除去判定を行うことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載
の

日付又は時刻の条件に応じ、異
常エコー除去処理を行うか否かを切り替えることができるようにしたことを特徴とする請
求項１乃至５のいずれか一項に記載の

上記日付又は時刻の条件として
渡り鳥の飛来の多い季節でかつ夜間を条件としたことを特徴とする請求項６又は７に記載
の

降雨強度に応じ、異常エコー判
定を行うしきい値を設定するしきい値設定部を備え、この設定されたしきい値を用いて異
常エコー除去判定を行うことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載の

降雨強度に応じ、異常エコー
除去処理を行うか否かを切り替えることができるようにしたことを特徴とする請求項１乃
至５のいずれか一項に記載の

上記信号検出部は鉛直方向の
風速を算出し、この風速値に応じて異常エコー判定のしきい値を変化させるようにしたこ
とを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の

受信信号から異常エコーを除
去し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理装置において、受信信
号を周波数信号にフーリエ変換するフーリエ変換部と、この周波数信号から周波数毎の電
力であるパワースペクトルを算出する周波数領域電力算出部と、このパワースペクトルの
電力値に基づき上記異常エコーを判別し異常エコーに相当しないパワースペクトルのみ出
力する異常エコー除去部と、この異常エコーに相当しないパワースペクトルのみをインコ
ヒーレント積分し平均化するインコヒーレント処理部と、このインコヒーレント積分した
パワースペクトルから大気の物理量を算出する信号検出部とを備え、上記信号検出部が算



ものである。
【００３１】
　また、本発明の請求項１３に係るレーダ信号処理装置は、上記信号検出部が算出した鉛
直方向の風速に基づき降雨の存在を判定し、降雨が存在する場合には異常エコー除去処理
を行わない ものである。
【００３２】
また、本発明の請求項１４に係るレーダ信号処理方法は、受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理方法において、各距離で
得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、フーリエ変換を施すことにより周
波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第１のステップで算出された周波数
領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワースペクトルを求める第２のステ
ップと、各距離においてパワースペクトルの電力を周波数軸上で積分することにより信号
の全電力を算出する第３のステップと、各距離毎に全電力が予め設定したしきい値を超え
る場合に信号中に異常エコーが混入していると判定する第４のステップと、上記第１のス
テップから第４のステップの処理を複数の時間で行うことにより得られる複数の時間での
パワースペクトルのうち、異常エコーが混入していないと判定された場合のパワースペク
トルのみを用いてインコヒーレント積分を行う第５のステップと、上記第５のステップで
得られたインコヒーレント積分後のパワースペクトルから大気エコーを検出し、大気の物
理量を算出する第６のステップからなるものである。
【００３３】
また、本発明の請求項１５に係るレーダ信号処理方法は、上記第３のステップは、各距離
において、地形エコー成分である固定クラッタ領域を除く周波数範囲において、パワース
ペクトルの電力を周波数軸上で積分することにより、固定クラッタ電力を除く信号の全電
力を算出するようにしたものである。
【００３４】
また、本発明の請求項１６に係るレーダ信号処理方法は、上記第３のステップは、周波数
０の点のみを固定クラッタ成分とみなし、それ以外の周波数点のデータを積分することに
より、固定クラッタ電力を除く信号の全電力を算出するものである。
【００３５】
また、本発明の請求項１７に係るレーダ信号処理方法は、受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理方法において、各距離で
得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、フーリエ変換を施すことにより周
波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第１のステップで算出された周波数
領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワースペクトルを求める第２のステ
ップと、各距離においてパワースペクトルのピーク電力を算出する第３のステップと、各
距離毎にピーク電力が予め設定したしきい値を超える場合に信号中に異常エコーが混入し
ていると判定する第４のステップと、上記第１のステップから第４のステップの処理を複
数の時間で行うことにより得られる複数の時間でのパワースペクトルのうち、異常エコー
が混入していないと判定された場合のパワースペクトルのみを用いてインコヒーレント積
分を行う第５のステップと、上記第５のステップで得られたインコヒーレント積分後のパ
ワースペクトルから大気エコーを検出し、大気の物理量を算出する第６のステップからな
るものである。
【００３６】
また、本発明の請求項１８に係るレーダ信号処理方法は、受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理方法において、各距離で
得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、フーリエ変換を施すことにより周
波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第１のステップで算出された周波数
領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワースペクトルを求める第２のステ
ップと、各距離においてパワースペクトルの電力を周波数軸上で積分することにより信号
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出した鉛直方向の風速に基づき降雨の存在を判定し、降雨が存在する場合には異常エコー
除去処理を行わないことを特徴とする

ことを特徴とする請求項１乃至１１のいずれか一項に記載の



の全電力を算出する第３のステップと、各距離で得られた全電力のうちの最大値が予め設
定したしきい値を超える場合に、その時刻の全高度のパワースペクトルデータを使用しな
いと判定する第４のステップと、上記第１のステップから第４のステップの処理を複数の
時間で行うことにより得られる複数の時間でのパワースペクトルのうち、異常エコーが混
入していないと判定された場合のパワースペクトルのみを用いてインコヒーレント積分を
行う第５のステップと、上記第５のステップで得られたインコヒーレント積分後のパワー
スペクトルから大気エコーを検出し、大気の物理量を算出する第６のステップからなるも
のである。
【００３７】
また、本発明の請求項１９に係るレーダ信号処理方法は、受信信号から異常エコーを除去
し大気の物理量を測定するレーダ装置に適用するレーダ信号処理方法において、各距離で
得られる受信信号からある時間範囲の信号を切り出し、フーリエ変換を施すことにより周
波数領域のデータに変換する第１のステップと、上記第１のステップで算出された周波数
領域のデータについて周波数毎に電力値を算出してパワースペクトルを求める第２のステ
ップと、各距離においてパワースペクトルのピーク電力値を算出する第３のステップと、
各距離で得られたピーク電力値のうちの最大値が予め設定したしきい値を超える場合に、
その時刻の全高度のパワースペクトルデータを使用しないと判定する第４のステップと、
上記第１のステップから第４のステップの処理を複数の時間で行うことにより得られる複
数の時間でのパワースペクトルのうち、異常エコーが混入していないと判定された場合の
パワースペクトルのみを用いてインコヒーレント積分を行う第５のステップと、上記第５
のステップで得られたインコヒーレント積分後のパワースペクトルから大気エコーを検出
し、大気の物理量を算出する第６のステップからなるものである。
【００３８】
また、本発明の請求項２０に係るレーダ信号処理方法は、異常エコーの判定に用いるしき
い値として、予め設定した固定値を用いるものである。
【００３９】
また、本発明の請求項２１に係るレーダ信号処理方法は、複数時刻で得られたパワースペ
クトルの電力値を比較して、相対的に高い電力値を持つ時刻以外の電力値を抽出し、抽出
した電力値に予め定めた係数を乗算することにより異常エコーの判定に用いるしきい値を
得るものである。
【００４０】
また、本発明の請求項２２に係るレーダ信号処理方法は、各距離において、一定時間内の
複数の時間で得られたパワースペクトルから算出された全電力又はピーク電力のうち、最
低の電力値を大気エコーの電力として抽出し、この抽出された最低電力値に予め設定した
係数を乗算して得られる値をしきい値として設定するようにしたものである。
【００４１】
また、本発明の請求項２３に係るレーダ信号処理方法は、異常エコーを含まないデータが
異常エコー判定しきい値を超える確率がある一定値以下となるように、最低電力値に乗算
する係数を設定するものである。
【００４２】
また、本発明の請求項２４に係るレーダ信号処理方法は、異常エコーとして除去されたデ
ータ数によらず、一定の積分時間でインコヒーレント積分処理を行うものである。
【００４３】
また、本発明の請求項２５に係るレーダ信号処理方法は、異常エコーとして除去されたデ
ータ数によらず、インコヒーレント積分数が一定となるようにインコヒーレント積分処理
を行うものである。
【００４４】
【発明の実施の形態】
実施の形態１．
図１はこの発明の実施の形態１のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図である。図
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において、１はフーリエ変換部、２は周波数領域電力算出部、３は異常エコー除去部、４
はインコヒーレント積分部、５は信号検出部である。
【００４５】
次に動作について説明する。フーリエ変換部１では、各距離毎に得られる受信信号を、時
間領域信号から周波数領域信号へと変換する。変換には、例えば高速フーリエ変換（ Fast
 Fourier Transform; FFT)を用いれば良いが、その他の手法を用いても構わない。周波数
領域信号に変換された信号は周波数領域電力算出部２に入力され、各周波数成分毎に電力
を算出することにより、パワースペクトルが得られる。
【００４６】
異常エコー除去部３では、周波数領域電力算出部２で得られたパワースペクトルの電力値
が、設定されたしきい値よりも大きい場合に、異常エコーが混入していると判定する。異
常エコーが混入していると判定されたパワースペクトルは除去する。インコヒーレント積
分部４では、異常エコー除去部３で除去されずに残ったパワースペクトルを積分すること
により、パワースペクトルのゆらぎを低減させる。信号検出部５では、インコヒーレント
積分後のパワースペクトルから大気エコーのスペクトルピークを検出し、その周波数から
ドップラ速度、すなわち視線方向風速を算出する。
【００４７】
なお、異常エコー除去部３におけるパワースペクトルの除去の方法としては、除去するパ
ワースペクトルを欠損とする、すなわち「除去」のフラグを立てることが考えられる。イ
ンコヒーレント積分部４では、「除去」のフラグのついていないパワースペクトルのみを
用いて積分処理を行うことになる。あるいは、異常エコー除去部３におけるパワースペク
トルの除去の他の方法として、除去するパワースペクトルの電力値を全て０とすることも
考えられる。この場合、インコヒーレント積分部４では、異常エコー除去部３でパワース
ペクトルが除去されたか否かを考慮せずに積分処理を行っても、異常エコーは結果的に除
去できることになる。
【００４８】
異常エコー判定に用いるパワースペクトルの電力値としては、例えばパワースペクトルを
周波数軸上で積分した全電力を用いることが考えられる。図２はそのような場合の異常エ
コー除去部３の内部構成を示すブロック図である。この図において、３０１は電力積分部
、３０２は電力判定部である。電力積分部３０１では、パワースペクトルを周波数軸上で
積分することにより、パワースペクトルの全電力を算出する。電力判定部３０２では、電
力積分部３０１で算出された全電力を、予め設定したしきい値と比較し、全電力の方が大
きければパワースペクトルに異常エコー成分が含まれると判定し、このパワースペクトル
を除去する。逆に全電力の方が小さければ、パワースペクトルをそのままインコヒーレン
ト積分部４へと出力する。
【００４９】
ただし、近距離のデータでは、地形エコー成分の電力が大きい場合がある。地形エコー成
分は周波数０近辺のみに存在し、スペクトル幅も大気エコーに比べて明らかに狭いため、
両者を識別することは比較的容易である。信号検出部５にて地形エコーの影響を取り除く
ことも通常良く行われることから、異常エコー除去部３においては地形エコー以外の異常
エコー、すなわち鳥エコーのみを除去するようにしても良い。この場合、電力積分部３０
１では、周波数０の近傍を除く周波数範囲でパワースペクトルを積分するようにすれば良
い。
【００５０】
地形エコー成分を取り除く最も簡易な方法としては、周波数０成分のみを除いてパワース
ペクトルの積分値を求めることである。図３はそのような動作をする異常エコー除去部の
構成を示す図である。この図において、３０３は周波数０成分減算部である。その他の符
号は前述のものと同じである。周波数０成分減算部３０３では、電力積分部３０１におい
て全周波数範囲でパワースペクトルを積分することにより得られた電力値から、周波数０
成分を減算する。これにより、周波数０の成分を除く電力積分値を得ることができる。
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【００５１】
以上では、パワースペクトルを積分することにより得られる電力を用いて異常エコー判定
を行う例を示したが、図４では、ピーク電力値を用いて判定する場合の異常エコー除去部
３の内部構成を示すブロック図である。この図において、３０４はピーク電力抽出部であ
る。ピーク電力抽出部では、パワースペクトル中の最大の電力値を抽出し、この値を信号
電力の代表値と見なして、３０２電力判定部にて異常エコー判定を行うようにしている。
【００５２】
図５は本発明の実施の形態のレーダ信号処理方法の流れを示す図である。この図では、パ
ワースペクトルを周波数軸上で積分する場合、すなわち図２あるいは図３の異常エコー除
去部の動作に対応したレーダ信号処理方法の流れを示している。
【００５３】
ステップｓｔ００１とステップｓｔ０１２で囲まれた区間は、インコヒーレント積分を行
うループを表すものである。ステップ００２では、フーリエ変換を行う際の時間点数分の
受信信号を入力する。ステップｓｔ００３からステップｓｔ００７で囲まれた区間は、レ
ンジループ、すなわち各距離での処理を行うループを表すものである。ｓｔ００４では、
各距離において、時系列信号である受信信号にフーリエ変換を施すことにより、周波数領
域の信号へと変換する。ｓｔ００５では、各周波数成分毎に電力値を算出することにより
、パワースペクトルを得る。ｓｔ００６では、パワースペクトルを周波数軸上で積分する
ことにより、全電力を算出する。周波数軸上の積分では、図２の異常エコー除去部３の動
作のように、周波数０の近傍を除く周波数領域で積分するようにしても良いし、あるいは
図３の異常エコー除去部３のように、周波数０の成分のみを除いた積分を行うようにして
も良い。
【００５４】
ステップｓｔ００８からステップｓｔ０１１で囲まれた区間は、レンジループ、すなわち
各距離での処理を行うループを表すものである。ステップｓｔ００９では、各距離毎に、
全電力と予め設定されたしきい値と比較し、全電力がしきい値を下回る場合にのみ、ステ
ップｓｔ０１０にて処理中のパワースペクトルを積算する。インコヒーレント積分ループ
は、設定された回数Ｎ inだけｓｔ００２からｓｔ０１１の処理を行うと終了するようにす
る。この場合、ｓｔ０１０で積算されるパワースペクトルの数、すなわちインコヒーレン
ト積分数は最大でＮ inとなり、異常エコーの影響を受ける場合には、これよりも小さいイ
ンコヒーレント積分数となる。インコヒーレント積分ループを、設定された回数Ｎ inだけ
行うようにした場合、インコヒーレント積分後のパワースペクトルの得られる時間間隔が
、実際に実行したインコヒーレント積分数によらず一定となるため、品質管理処理装置に
よるデータ品質管理処理などの信号処理より後段のデータ処理を行う上で、入力データの
扱いが容易になる。ただし、インコヒーレント積分数が少なくなった場合には、それだけ
信号検出の性能が劣化することになる。
【００５５】
あるいは、インコヒーレント積分数が所定数以上になった場合にステップｓｔ０１２でイ
ンコヒーレント積分ループを終了するようにしても良い。この場合には、常にインコヒー
レント積分数を一定以上にすることができるため、一定以上の信号検出性能を常に確保す
ることができる。
【００５６】
なお、図５では、ステップｓｔ００１からステップｓｔ００７と、ステップｓｔ００８か
らステップｓｔ０１１の２つのレンジループを持っているが、これを一つにまとめるよう
にしても良い。あるいは処理が等価であればレンジループをさらに細かく分けるようにし
ても良い。このように、処理が等価であれば、本発明はループの区切り方を限定するもの
ではない。
【００５７】
図５に示した本発明のレーダ信号処理方法の流れを示す図では、レーダのビーム方向の切
り替えについては特に表現されていない。実際のレーダでは、例えば図６に示すように、
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１つの時間範囲でのフーリエ変換が終わると次のビーム方向に切り替え、必要な観測方向
を全てカバーするというようにインコヒーレント積分を行う時間範囲の途中でビームを切
り替えるような手順が取られることが多い。このような場合にも、個々のビーム方向のデ
ータのみに着目すれば、図５の処理の流れは変わらない。よって、本発明は、このような
ビーム切り替えの手順を特に限定するものではない。
【００５８】
異常エコー判定で用いるしきい値については、大気のレーダ断面積と鳥のレーダ断面積を
考慮して固定的に設定すれば良い。一般に鳥のレーダ断面積は大気のレーダ断面積と比較
して十分大きい。そこで、レーダ方程式から予測される大気エコーの受信電力と鳥エコー
の受信電力の間の電力値をしきい値として採用すれば良い。
【００５９】
図７は、パワースペクトルのピーク電力を用いて異常エコー判定を行う場合、すなわち図
４の異常エコー除去部の動作に対応したレーダ信号処理方法の流れを示す図である。この
図では、ステップ００６ｂでパワースペクトルのピーク電力を抽出するようにし、そのピ
ーク電力についてしきい値による判定をステップ００９ｂで行うようにしている以外は、
図５に示したレーダ信号処理方法と同じである。
【００６０】
以上のように、本発明の実施の形態では、エコー強度によって異常エコーと大気エコーを
識別し、大気エコーのみを用いて信号検出を行うようにしているため、渡り鳥が上空を飛
来するような場合にも正確に大気観測を行うことが可能になる。特に、インコヒーレント
積分前のデータに対して異常エコーの除去を行うようにしているため、従来のレーダ信号
処理装置又は品質管理処理装置に比べて、異常エコー除去の処理を行う時間単位が短いた
め、断続的に異常エコーが発生している状況において、正常エコーが異常エコーに埋もれ
る前に異常エコーを除去し、正常エコーのみを残すことが可能となる。
【００６１】
また、パワースペクトルを算出するために算出した周波数領域上の電力値を用いるため、
後述の実施の形態７と比較して時間領域での電力値算出が不要となるため、実施の形態７
の場合よりも信号処理演算量は少なくて済む。
【００６２】
なお、本実施の形態では、風速計測用レーダへの適用を想定したレーダ信号処理装置及び
レーダ信号処理方法について記述しているが、本レーダ信号処理装置及びレーダ信号処理
方法は、電波を送受信するレーダだけに限定されるものではなく、音波を送受信するソー
ダや、光波を送受信するレーザレーダに対しても全く同様に適用することができる。また
、風速計測を目的としたレーダだけでなく、降雨レーダを始めとする大気観測用レーダに
も適用できる。このことは、以後に記述する別の実施の形態においても同様である。
【００６３】
実施の形態２．
以上の実施の形態１では、異常エコー判定及び異常エコー除去を距離毎に行うようにした
ものであるが、次に、異常エコー判定及び異常エコー除去を全レンジで一括して行うよう
な場合の実施の形態を示す。本発明の実施の形態において、レーダ信号処理装置の構成は
、実施の形態１と同様に図１で表されるものであるが、レーダ信号処理方法が異なるもの
となる。
【００６４】
図８は本発明の実施の形態２のレーダ信号処理方法の流れを示すものである。ステップｓ
ｔ１０１とステップｓｔ１１３で囲まれた区間は、インコヒーレント積分を行うループを
表すものである。ステップ１０２では、フーリエ変換を行う際の時間点数分の受信信号を
入力する。ステップｓｔ１０３からステップｓｔ１０７で囲まれた区間は、レンジループ
、すなわち各距離での処理を行うループを表すものである。ｓｔ１０４では、各距離にお
いて、時系列信号である受信信号にフーリエ変換を施すことにより、周波数領域の信号へ
と変換する。ｓｔ１０５では、各周波数成分毎に電力値を算出することにより、パワース
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ペクトルを算出する。ｓｔ１０６では、パワースペクトルを周波数軸上で積分することに
より、全電力を算出する。周波数軸上の積分では、図２の異常エコー除去部３の動作のよ
うに、周波数０の近傍を除く周波数領域で積分するようにしても良いし、あるいは図３の
異常エコー除去部３のように、周波数０の成分のみを除いた積分を行うようにしても良い
。ステップｓｔ１０８では、ステップｓｔ１０６でレンジ毎に算出された全電力のうちの
最大値を抽出する。ステップｓｔ１０９では、ステップｓｔ１０８でえられた最大全電力
と予め設定したしきい値とを比較し、最大全電力の方が小さい場合にのみ、ステップｓｔ
１１０からステップｓｔ１１２で表されるレンジループの処理を行う。レンジループ内の
ステップｓｔ１１１では、ステップｓｔ１０５で得られたパワースペクトルを積分後パワ
ースペクトルに加算することにより、インコヒーレント積分を実行する。
【００６５】
このように図８のレーダ信号処理方法では、ステップｓｔ１０９のしきい値判定で異常エ
コーが受信信号に混入していると判定された場合には、全距離でパワースペクトルの積算
が行われないため、全距離で一括して異常エコーが除去されることになる。
【００６６】
図８では、異常エコー判定を全電力に対して行うのに対して、図９のようにピーク電力に
対して異常エコー判定を行うことも考えられる。すなわち図４の異常エコー除去部の動作
に対応したレーダ信号処理方法の流れを示す図である。この図では、ステップ１０６ｂで
パワースペクトルのピーク電力を抽出するようにし、そのピーク電力の最大値をステップ
１０８ｂで抽出し、抽出された最大ピーク電力についてしきい値による判定をステップ１
０９ｂで行うようにしている以外は、図８に示したレーダ信号処理方法と同じである。
【００６７】
本発明の実施の形態のレーダ信号処理方法によれば、全距離で一括して異常エコー判定を
行うようにしているため、距離毎に異常エコー判定を行うよりも演算時間を短縮すること
ができる。特に、以前から用いられているレーダ信号処理装置に異常エコー除去機能を加
える場合のように、信号処理ハードウェアの性能に制約があるような場合に有効である。
【００６８】
実施の形態３．
以上の実施の形態では、異常エコー判定に用いるしきい値は固定したものを用いるとして
いたが、本実施の形態では、しきい値を観測データから決定するような実施形態について
述べる。
【００６９】
図１０は本発明の実施の形態におけるレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図である
。この図において、７はしきい値設定部である。その他の符号は前述のものと同じである
。次に動作を説明する。しきい値設定部７は周波数領域電力算出部２で得られた各距離の
パワースペクトルデータを入力し、複数時間分だけ蓄積する。各レンジ毎に、蓄積された
パワースペクトルの中から異常エコーが含まれないと判断されるデータを抽出し、その電
力値をもとに異常エコー判定のしきい値を設定する。具体的には、電力値から判断して異
常エコーが含まれないと判断される時刻のデータを選択し、その電力値に予め定義した方
法でマージンを加えた電力値を、異常エコー判定しきい値として異常エコー除去部３へ出
力する。このしきい値を用いて、異常エコー除去部３は周波数領域電力算出部２から出力
されたパワースペクトルを評価し、異常エコー成分が含まれると判断されたデータを除去
する。その他の動作は前述の図１のレーダ信号処理装置と同じである。
【００７０】
次に図１０のレーダ信号処理装置の動作を、処理アルゴリズムという観点から説明する。
本実施の形態においても、しきい値を設定する方法以外の処理アルゴリズムについては、
実施の形態１又は実施の形態２のレーダ信号処理方法と同じである。ここでは、レーダ信
号処理方法のアルゴリズムのうちの、異常エコー判定に用いるしきい値を設定する部分の
みを特に説明する。
【００７１】
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図１１は本発明の実施の形態のレーダ信号処理方法における異常エコー判定しきい値の設
定部分の流れを示す図である。この図において、ステップｓｔ２０１からステップｓｔ２
０４で囲まれた区間は、レンジループ、すなわち各距離での処理を行うループを表すもの
である。
【００７２】
例えば実施の形態１で示した図５では、ステップｓｔ００３からステップｓｔ００７の処
理において、レンジ毎のフーリエ変換及びパワースペクトル算出を複数の時間ブロックで
行うことにより、各レンジにおいて複数時刻でのパワースペクトル及び全電力値が得られ
ている。
【００７３】
図１１のｓｔ２０２では、複数時刻の全電力値から、最小の全電力値を抽出する。最小電
力値となっている時間は、鳥による異常エコーが混入している可能性が最も低いと考えら
れる。そこで、最小全電力値が得られている時刻の観測データが異常エコーを含まないデ
ータのサンプルであると見なして、ステップｓｔ２０３ではその全電力値にある係数を乗
算した電力値を異常エコー判定のしきい値を設定する。乗算する係数の値は経験的に固定
値を設定しても良い。あるいは大気エコーの電力値の統計的性質、すなわち確率密度分布
を考慮して、異常エコーを含まない大気エコーがしきい値を超える確率、即ち誤って正常
エコーが除去される確率が一定となるように設定しても良い。図１１における全電力とし
ては、全周波数成分から計算した全電力を用いても良いし、あるいは、ドップラー周波数
が０近傍である地形エコー成分を除いた全電力を用いても良い。
【００７４】
以上の方法によってしきい値設定を行えば、例えば大気エコーの受信強度が弱い場合には
、異常エコーの影響を受けやすくなるが、異常エコー判定しきい値が低くなるため、より
多くの異常エコー成分を除去することが可能となる。逆に大気エコーの受信強度が比較的
強い場合には、しきい値が大きくなるため、大気エコーが強いために誤って異常エコーと
判定される確率が低くなるため、多くの大気エコー成分を利用することが可能となる。
【００７５】
図１１では全電力値を利用して異常エコー判定しきい値を設定していたが、図１２のよう
にパワースペクトルのピーク値を用いて異常エコー判定しきい値を設定しても良い。図１
２では、図１１のステップｓｔ２０２の代わりにステップｓｔ２０２ｂを用いることによ
り、複数時刻のピーク電力値から、最小のピーク電力値を抽出する。また、ステップｓｔ
２０３の代わりにステップｓｔ２０３ｂを用いることにより、ピーク電力値にマージンを
加算した電力レベルを異常エコー判定のしきい値を設定する。全電力の代わりにピーク電
力を用いること以外は、図１１と図１２は同様の処理により異常エコー検出しきい値を設
定する。
【００７６】
図１１又は図１２のしきい値設定処理は、レーダ信号処理の流れの中の適当なところにお
けば良い。例えば図５に示したレーダ信号処理方法を用いる場合は、ｓｔ００７の直後に
入れることが考えられる。あるいは、ｓｔ０１２の直後にしきい値設定処理を入れ、設定
されたしきい値は次の時刻の信号処理に用いるようにしても良い。本発明では、しきい値
処理を入れる段階を特に制限するものではない。
【００７７】
本実施の形態によれば、大気エコーのエコー強度に応じたしきい値を用いて異常エコー判
定を行うようにしているため、誤って大気エコーを除去する確率を低くしたまま、異常エ
コーを正確に除去することが可能となり、観測精度を高く保つことができる。
【００７８】
実施の形態４．
前述の実施の形態３では、異常エコー判定しきい値を観測されたデータを用いて変更して
いたが、渡り鳥飛来の頻度は季節と時刻に依存することから、日時によって判定しきい値
を変更するようにしても良い。具体的には、渡り鳥が移動する期間は毎年一定しており、
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しかも外敵から目立たない夜間に移動することが多い。そのため、渡り鳥が移動する期間
、例えば春と秋の夜間に、異常エコー判定しきい値を低くし、異常エコーの残留が少なく
なるようにすれば良い。その他の日時では、鳥が観測範囲内を通過するとしても、その頻
度はまれであるため、従来から行われている信号処理後の品質管理処理にて除去できるた
め、異常エコー判定しきい値を高めにして、正常エコーを誤って除去する確率が低くなる
ようにすることが考えられる。
【００７９】
そのようなレーダ信号処理装置の構成例のブロック図を図１３に示す。この図において、
８は時計である。その他の符号は前述のものと同じである。時計８から出力される日時の
データはしきい値設定部７へ渡される。しきい値設定部７では、日時毎に予め設定された
しきい値を異常エコー除去部３へ出力する。異常エコー除去部３はしきい値設定部７から
入力したしきい値を用いて、周波数領域電力算出部２から入力したパワースペクトルに対
して異常エコーか否かの判定を行い、異常エコーであると判定されれば、そのパワースペ
クトルデータを除去する。その他の動作については、図１０に示したレーダ信号処理装置
と同じである。
【００８０】
図１３のレーダ信号処理装置の他の例を図１４に示す。この図において、９は処理切替ス
イッチである。その他の符号は前述のものと同じである。図１３では、日時によってしき
い値を変化させていたが、図１４では異常エコー除去部３による処理を、日時によってオ
ン／オフするようにしている。例えば、渡りの季節の夜間のみ処理切替スイッチをオンに
して、異常エコー除去部３による処理を行い、それ以外の日時では処理切替スイッチをオ
フにして、異常エコー除去部３による処理を行わないようにする。
【００８１】
以上のように、日時によってしきい値を変更することにより、特に異常エコーが良く除去
できるようにしたため、あるいは異常エコー除去処理をオン／オフすることにより渡り鳥
による異常エコーの影響が大きく現れるときだけ異常エコーを除去するようにした。よっ
て、渡り鳥の影響が小さい日時において、正常エコーが誤って除去されることがなくなり
、インコヒーレント積分数が少なくならないため、正常エコーの検出確率が減らず、デー
タ取得率を維持することが可能となる。
【００８２】
実施の形態５．
前述の実施の形態４では、日時によってレーダ信号処理方法を変更するようにしていたが
、渡り鳥の渡りは天候にも左右される。本発明の実施の形態５では、天候によってレーダ
信号処理方法を変化させるようにしたものである。図１５は本発明の実施の形態のレーダ
信号処理装置の構成を示すブロック図である。この図の符号は全て前述のものと同じであ
る。図１５では、しきい値設定部７が雨量データを入力し、降雨強度によって変化するし
きい値を異常エコー除去部３へと出力する。雨量の強いときには、渡り鳥が飛来する可能
性が低いため、しきい値を大きく設定することにより、正常エコーを誤って除去しないよ
うにする。逆に降雨のないときには、渡り鳥が飛来する可能性があるため、しきい値を小
さく設定することにより、異常エコーが除去できるようにする。
【００８３】
図１６に示すブロック図は図１５を変形したもので、雨量データによって、異常エコー除
去部３による処理をオン／オフしている。すなわち、降雨のあるときには異常エコー除去
部３の処理をオフにし、降雨のないときは逆にオンにするようにしている。
【００８４】
雨量データとしては、一般的な雨量計で観測されるものを用いてもよいし、あるいは風速
計測用のレーダとは別に設置された降雨レーダで計測された雨量強度を用いても良いが、
本発明では特に雨量データの観測方法を限定するものではない。
【００８５】
また、渡り鳥飛来の特性が雨量以外の気象データに依存する場合には、そのようなデータ
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も合わせてしきい値設定部７に入力するようにしても良い。
【００８６】
本発明の実施の形態によれば、降雨の存在するときには渡り鳥が飛来しないと判断して信
号処理を制御するため、降雨時に誤って正常エコーを除去することがなくなる。
【００８７】
実施の形態６．
前述の実施の形態５では、雨量データを用いて、降雨時の異常エコー除去処理を制御して
いたが、本発明の実施の形態では、レーダ装置で観測されたデータから降雨の有無を判定
するような実施形態を説明する。
【００８８】
図１７及び図１８は本発明の実施の形態のレーダ信号処理装置の構成を示す図である。こ
の図に含まれる符号は全て前述のものと同じである。次に動作を説明する。信号検出部か
ら出力されるドップラ速度データのうち、ビームを天頂方向に向けて観測されたドップラ
速度を処理切替スイッチ９へ入力する。降雨が存在しない場合、一般的に鉛直方向の風は
１～２ｍ／ｓ程度である。それに対し、雨滴の落下速度はそれよりも大きくなる。また、
渡り鳥はほとんどの場合に水平飛行をすると考えられる。したがって、天頂ビームのドッ
プラ速度が近づく方向に大きい場合には、降雨が存在し、渡り鳥は上空を通過していない
と判断することができる。そこで、図１７のレーダ信号処理装置では、ドップラ速度が近
づく方向に大きい場合に、異常エコー判定しきい値を大きくし、あるいは図１８のレーダ
信号処理装置では、ドップラ速度が近づく方向に大きい場合に、異常エコー判定部３の処
理をオフにする。
【００８９】
なお、鉛直方向の風速を得るのには、必ずしも天頂方向へビームを向けて観測しなくても
良い。例えば、天頂角θで東方向と西方向を観測して得られるドップラ速度を Ve と Vw と
すると、風速の鉛直成分ｗは下記式（１）で算出することができる。
ｗ＝ (Ve + Vw)/２ cosθ　　　　　　　　（１）
式（１）のような計算は信号検出部５で行うとしても良いし、あるいは図２０の風速ベク
トル算出装置で算出される風速ベクトルの鉛直成分を利用するようにしても良い。
【００９０】
本発明の実施の形態によれば、別の装置で観測された雨量データを入力しなくても、降雨
の有無を判定し、その結果で異常エコー除去部の動作を制御するようにしているため、他
の装置からのデータ入力が不要となり、簡易な構成で適切な異常エコー除去処理が可能と
なる。
【００９１】
実施の形態７．
以上に述べた実施の形態では、時系列領域の受信信号を周波数領域に変換した後のデータ
に対して、異常エコーの判定を行っていた。ただし、異常エコーの有無の判定は電力値で
行っているため、周波数領域に変換する前の時系列データに対して行うことも可能である
。図１９は本発明の実施の形態のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図である。こ
の図において、７０１は時間領域電力算出部である。
【００９２】
次に動作を説明する。時間領域電力算出部７０１では、時系列データである受信データを
設定した時間範囲で区切り、その時間範囲における全電力を算出する。異常エコー除去部
１では、時間領域電力算出部７０１から出力された電力を予め設定したしきい値と比較し
、全電力の方がしきい値よりも大きければ、その時間範囲の時系列データを受信信号から
除去する。除去する場合には、データを０としても良いし、あるいは欠損データであると
いうマークをつけておいても良い。それ以外の処理、すなわちフーリエ変換部２以降の処
理については、実施の形態１などの前述の実施の形態の動作と同じである。
【００９３】
なお、時間領域電力算出部７０１の全電力算出における時間範囲の設定は、フーリエ変換
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部２の処理においてフーリエ変換を実行する際の時間窓と同じとしても良いし、あるいは
全く別の時間範囲設定としても良い。同じ時間範囲設定とすれば、本実施の形態のように
時間領域で全電力を算出しても、あるいは前述の実施の形態のように周波数領域で全電力
を算出するようにしても、両者は同等となる。逆に時間範囲設定をフーリエ変換の時間窓
と異なるように設定することも、本実施の形態では可能となるため、例えばフーリエ変換
処理の時間長よりも短い時間で異常エコーが断続して生じるような場合にも、全電力を算
出する時間範囲設定を短く設定することにより、異常エコーの存在する時間のデータだけ
を的確に除去することが可能であり、正常データの除去を最低限に抑えることが可能とな
る。
【００９４】
なお、全電力の代わりに、区切った時間範囲内の平均電力を時間領域全電力算出部７０１
で算出しても良い。何故なら、全電力を区切った時間範囲の時間点数で割ったものであり
、異常エコー判定のしきい値を時間点数で割ったものを用いれば、除去処理の原理として
は実質的な差異がないからである。
【００９５】
【発明の効果】
　本発明の請求項１によれば、

インコヒーレント積分前の電力値をしきい値と比
較することにより、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除去するようにした
ため、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコーである正常エコ
ーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となる。
【００９６】
　また、本発明の請求項２によれば、

【００９７】
　また、本発明の請求項３によれば、

【００９８】
　また、本発明の請求項４によれば、

【００９９】
　また、本発明の請求項５によれば、

【０１００】
　また、本発明の請求項６によれば、

【０１０１】
　また、本発明の請求項７によれば、

【０１０２】
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受信信号の電力値として、周波数軸上で得られているパワ
ースペクトルを積分した電力値を用い、

地形エコーが卓越する低周波領域を除いて全電力値
を算出するようにしたため、強い地形エコーが混入している場合にも、渡り鳥による異常
エコーの混入の有無の判定を正確に行うことが可能となる。

全ドップラ周波数範囲でパワースペクトルを積分し
て得られる全電力値から、周波数０の点の電力値のみを除くことにより、地形エコーを除
いた全電力値を算出するようにしたため、簡易な処理で上記請求項３と同様の効果を得る
ことが可能となる。

受信信号の電力値として、周波数軸上で得られてい
るパワースペクトルのピーク値を抽出したものを用いることにより、上記請求項１と同様
の効果を得ることができる。

時系列データから算出した電力値をしきい値と比較
することにより、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除去するようにしたた
め、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコーである正常エコー
のみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となる。

季節や時刻によって異常エコー判定のしきい値を調
整することにより、渡り鳥の影響が小さい日時において、正常エコーが誤って除去される
ことがなくなり、インコヒーレント積分数が少なくならないため、正常エコーの検出確率
を維持することができ、その結果としてデータ取得率を維持することが可能となる。

季節や時刻によって異常エコー判定をオン／オフす
ることにより、渡り鳥の影響が小さい日時において、正常エコーが誤って除去されること
がなくなり、インコヒーレント積分数が少なくならないため、正常エコーの検出確率を維
持することができ、その結果として減らず、データ取得率を維持することが可能となる。



　また、本発明の請求項８によれば、

【０１０３】
　また、本発明の請求項９によれば、

【０１０４】
　また、本発明の請求項１０によれば、

【０１０５】
　また、本発明の請求項１１によれば、

【０１０６】
　また、本発明の請求項１２によれば、

【０１０７】
また、本発明の請求項１３によれば、レーダ装置の観測データから降雨の有無を判定し、
その結果で異常エコー除去部の動作を制御するようにしているため、他の装置からのデー
タを入力することなく、降雨時に誤って正常エコーを除去することのないレーダ信号処理
が可能となる。
【０１０８】
また、本発明の請求項１４によれば、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除
去するようにしたため、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコ
ーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となる。
【０１０９】
また、本発明の請求項１５によれば、強い地形エコーが混入している場合にも、渡り鳥に
よる異常エコーの混入の有無の判定を正確に行い、断続的に生じる渡り鳥による異常エコ
ーのみを除去し、大気エコーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、
正確な測定が可能となる。
【０１１０】
また、本発明の請求項１６によれば、全ドップラ周波数範囲でパワースペクトルを積分し
て得られる全電力値から、周波数０の点の電力値のみを除き、地形エコーを除いた全電力
値を算出することにより、強い地形エコーが混入している場合にも、簡易な処理で渡り鳥
による異常エコーの混入の有無の判定を正確に行い、断続的に生じる渡り鳥による異常エ
コーのみを除去し、大気エコーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため
、正確な測定が可能となる。
【０１１１】
また、本発明の請求項１７によれば、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除
去するようにしたため、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコ
ーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となる。
【０１１２】
また、本発明の請求項１８によれば、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除
去するようにしたため、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコ
ーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となり、
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渡り鳥の特性を考慮して、渡り鳥の飛来する季節の
夜間に異常エコー処理をオンにし、それ以外の場合に異常エコー処理をオフとすることに
より、上記請求項７と同様の効果を得ることが可能となる。

降雨強度に応じて異常エコー判定のしきい値を調整
するようにしたため、降雨時に誤って正常エコーを除去することがなくなるという効果が
ある。

降雨の存在するときには渡り鳥が飛来しないと判
断してレーダ信号処理を制御するため、降雨時に誤って正常エコーを除去することがなく
なるという効果がある。

レーダ装置で観測された雨滴の落下速度に応じて
異常エコー判定のしきい値を調整するようにしたため、他の装置からのデータを入力する
ことなく、降雨時に誤って正常エコーを除去することのないレーダ信号処理が可能となる
。

レーダ装置の観測データから降雨の有無を判定し
、その結果で異常エコー除去部の動作を制御するようにしているため、他の装置からのデ
ータを入力することなく、降雨時に誤って正常エコーを除去することのないレーダ信号処
理が可能となる。



かつ全距離で一括して異常エコー判定を行うようにしているため、距離毎に異常エコー判
定を行うよりも演算時間を短縮することができる。
【０１１３】
また、本発明の請求項１９によれば、異常エコーと大気エコーを識別し、異常エコーを除
去するようにしたため、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し、大気エコ
ーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可能となり、
かつ全距離で一括して異常エコー判定を行うようにしているため、距離毎に異常エコー判
定を行うよりも演算時間を短縮することができる。
【０１１４】
また、本発明の請求項２０によれば、異常エコーの判定に用いるしきい値として、予め設
定した固定値を用いることにより、断続的に生じる渡り鳥による異常エコーのみを除去し
、大気エコーである正常エコーのみを用いて大気の物理量を求めるため、正確な測定が可
能となる。
【０１１５】
また、本発明の請求項２１によれば、大気エコーのエコー強度に応じたしきい値を用いて
異常エコー判定を行うようにしているため、誤って大気エコーを除去する確率を低くした
まま、異常エコーを正確に除去することが可能となり、観測精度を高く保つことができる
。
【０１１６】
また、本発明の請求項２２によれば、大気エコーのエコー強度に応じたしきい値を用いて
異常エコー判定を行うようにしているため、誤って大気エコーを除去する確率を低くした
まま、異常エコーを正確に除去することが可能となり、観測精度を高く保つことができる
。
【０１１７】
また、本発明の請求項２３によれば、異常エコーを含まないデータが異常エコー判定しき
い値を超える確率がある一定値以下となるように、最低電力値に乗算する係数を設定する
ことにより、正常エコーの検出確率を一定に保ったまま、異常エコーを除去により観測精
度を高く保つことができる。
【０１１８】
また、本発明の請求項２４によれば、異常エコーとして除去されたデータ数によらず、一
定の積分時間でインコヒーレント積分処理を行うようにしたため、品質管理処理装置によ
るデータ品質管理処理などのレーダ信号処理より後段のデータ処理を行う上で、入力デー
タの扱いが容易になる。
【０１１９】
また、本発明の請求項２５によれば、異常エコーとして除去されたデータ数によらず、イ
ンコヒーレント積分数が一定となるようにインコヒーレント積分処理を行うようにしたた
め、一定以上の信号検出性能を常に確保することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態１のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図２】　本発明の実施の形態１のレーダ信号処理装置の異常エコー除去部の構成を示す
ブロック図。
【図３】　本発明の実施の形態１のレーダ信号処理装置の異常エコー除去部の別の構成を
示すブロック図。
【図４】　本発明の実施の形態１のレーダ信号処理装置の異常エコー除去部の別の構成を
示すブロック図。
【図５】　本発明の実施の形態１のレーダ信号処理方法の流れを示す図。
【図６】　風速観測における典型的な観測手順を示す図。
【図７】　本発明の実施の形態１の別のレーダ信号処理方法の流れを示す図。
【図８】　本発明の実施の形態２のレーダ信号処理方法の流れを示す図。
【図９】　本発明の実施の形態２の別のレーダ信号処理方法の流れを示す図。
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【図１０】　本発明の実施の形態３のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１１】　本発明の実施の形態３におけるレーダ信号処理方法におけるしきい値設定ア
ルゴリズムの流れを示す図。
【図１２】　本発明の実施の形態３におけるレーダ信号処理方法における別のしきい値設
定アルゴリズムの流れを示す図。
【図１３】　本発明の実施の形態４のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１４】　本発明の実施の形態４の別のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１５】　本発明の実施の形態５のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１６】　本発明の実施の形態５の別のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１７】　本発明の実施の形態６のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１８】　本発明の実施の形態６の別のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図１９】　本発明の実施の形態７のレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図。
【図２０】　一般的なウィンドプロファイラの構成を示すブロック図
【図２１】　従来のウィンドプロファイラのレーダ信号処理装置の構成を示すブロック図
。
【図２２】　ウィンドプロファイラにおける風速ベクトル算出の原理を示す図。
【図２３】　従来のウィンドプロファイラの品質管理処理装置の構成例を示すブロック図
。
【符号の説明】
１　フーリエ変換部、　２　周波数領域電力算出部、　３　異常エコー除去部、　４　イ
ンコヒーレント積分部、　５　信号検出部、　７　しきい値設定部、８　時計、　９　処
理切替スイッチ、　１０１　空中線、　１０２　送受信装置、　１０３　レーダ信号処理
装置、　１０４　品質管理処理装置、　１０５　風速ベクトル算出装置、　１０６　表示
記録装置、　３０１　電力積分部、　３０２　電力判定部、　３０３　周波数０成分減算
部、　３０４　ピーク電力抽出部、　４０１　近似曲面定義範囲部、　４０２　近似二次
曲面算出部、　４０３近似精度判定部、　４０４　データ除去部、　７０１　時間領域電
力算出部。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】
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【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】
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